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1. はじめに 

1.1 本事業の背景・目的・方針 

 令和３年度、我が国の食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーシ

ョンで実現させるための新たな戦略である「みどりの食料システム戦略」が策定され

た。本戦略において、総合的な病害虫管理体系の確立・普及が２０５０年の目指す姿

のひとつに定められている。 

 これまで、総合的病害虫管理の推進においては、平成１７年に「総合的病害虫・雑

草管理（ＩＰＭ）実践指針」が策定され、これを基に都道府県では地域の特性に合わ

せて、選定した作物ごとに「ＩＰＭ実践指標」を策定し、防除に伴う環境負荷の低減

等の関心の高まりに対応してきた。一方で、国内外の病害虫の発生に関しては、気候

変動を背景として、病害虫の分布域、発生域の変化により、従来の防除体系では防除

が困難になっている事例も発生している。 

 このような背景の下、病害虫発生予察事業では、病害虫の発生動向等を調査し、防

除を要する病害虫や防除対策に関する情報を農業者等に提供しているが、全国的な病

害虫防除所（以下「防除所」という）の人的リソースの制限、薬剤抵抗性の発達、栽

培体系の多様化により、現状より詳細な情報提供や高い精度の情報のニーズが高まっ

ているのに加え、上述の課題を鑑みると、生産現場のニーズへの対応が限界に近づい

てきていると考えられる。 

 このため、本事業では人的リソースが限られた中で予察精度・スピードの低下を防

ぐ新たな病害虫発生に係る情報収集手法・発生予測の体系手法を確立することを目的

とし、各事業者が要素技術として持っている気象データ・ドローン・人工知能（以

下、「ＡＩ」という）を用いた技術を防除所の発生予察業務に適用した場合の有効

性、実用性を実証した。 
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図１. 事業の背景と実証内容 

 

1.2 今回比較検証する先端技術を活用した新手法 

 前項に定めた目的を達成するために、病害虫発生予察事業において発生前の予察か

ら、定期的な情報の収集、各ほ場の詳細な発生情報収集までを含む体系的な病害虫発生

予察手法を実証した。今回提案する手法に含まれる要素技術は以下の３点である。 

• 要素技術１：ＡＩ・ドローンを活用した害虫発生状況の把握（圃場調査の高度化） 

• 要素技術２：発生予測シミュレーションモデルを活用した病害虫発生予測（発生予

測の高度化） 

• 要素技術３：アプリケーションを通じた予察情報収集発信（情報収集・発信の高度

化） 

次項からは各要素技術の詳細について説明する。要素技術１では「ハスモンヨトウ」、

「ウコンノメイガ」及び「縞葉枯病」を対象にし、要素技術２では「ハスモンヨトウ」

を対象にする。 
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1.3 対象病害・害虫及び実地調査 

1.3.1 対象とする病害・害虫 

 「蔬菜類」に発生する「ハスモンヨトウ」、「ダイズ」に発生する「ウコンノメイガ」、

「水稲」に発生する「縞葉枯病」を選定した。ハスモンヨトウは広食性であり、蔬菜類

を始め様々な作物に被害をもたらす。ウコンノメイガは沖縄県を除く全国に広く分布

し、作物に被害を発生させる。縞葉枯病はヒメトビウンカが媒介するウイルス病で、分

げつや出穂を阻害するなどの被害をもたらす。 

 

1.3.2 対象とする実地調査 

 本事業の参画機関による実地調査として、下記の通り実施した。 

各調査項目に対して、現行の調査手法と今回実証する各要素技術を活用した手法につ

いて、比較検証しその有効性、実用性を評価した。 

• 「ハスモンヨトウ」 

➢ フェロモントラップ（粘着板・乾式・ファネル型含む）への誘殺数調査（要素

技術１） 

➢ ダイズ圃場の初期被害（白変葉）の見取り調査（要素技術１） 

➢ 誘殺消長データ（発生ピーク日）を利用した発生時期の調査（要素技術２） 

• 「ウコンノメイガ」 

➢ ダイズ圃場の葉巻被害の見取り調査（要素技術１） 

• 「縞葉枯病」 

➢ 水稲の再生株圃場での見取り調査（要素技術１）  
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2. 新手法の概要 

2.1 要素技術１：ＡＩ・ドローンを活用した害虫発生状況の把握（圃場調査の高度化） 

 現状の病害虫発生予察事業の巡回調査では、定期的に圃場に赴き、病害虫の発生状況

（フェロモントラップへの雄成虫の誘殺数など）および病虫害の発生状況（圃場内の被

害葉の数など）を調査している。いずれの調査もデータの取得と解析に時間と労力を要

しており、また、防除所の職員が年々減少していることから、圃場調査の効率化が必要

とされ、そのための技術としてＡＩやドローンが期待されている。また、ＡＩやドロー

ンの活用により、圃場調査の効率化だけでなく、従来よりも広域かつ頻繁な調査が可能

になることで、より高度な発生予察情報の発信が期待されている。 

 要素技術１では、害虫や虫害の発生状況についての圃場調査を効率化・高度化するた

めに、ＡＩやドローンを活用した遠隔害虫防除診断および圃場被害葉の調査について

検討した。 

 

(1) 遠隔地からの害虫発生調査 

ＡＩとカメラを用いた遠隔地からの害虫発生調査について、２つの実証を行った。

１つ目は、フェロモントラップに捕捉された害虫を自動的にカウントする手法であ

る。本手法は、圃場に設定されている粘着式フェロモントラップをカメラで撮影し、

ＡＩを用いて自動的に害虫をカウント・判別するもので（図２）、粘着式フェロモン

トラップを活用した現行の発生予察調査の代替手法として期待できる。本技術は「令

和３年度病害虫発生に係る情報の収集手法・発生予測の高度化委託事業」においても

実証し、粘着板への害虫の誘殺数とＡＩの検知結果には一定の関係性が見られた。本

事業では、防除所の協力を得て、ＡＩの精度検証や観測から結果取得までの迅速化を

目指した。 

 

 
図２. 粘着式フェロモントラップの撮影画像からＡＩがハスモンヨトウを 

検知している様子（図中の赤字の数字は、ＡＩがハスモンヨトウと 

認識した際の確信度を表す。今回の場合、ＡＩは９２．８％の確信度を 

もってハスモンヨトウと認識した） 
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２つ目は、フェロモントラップで害虫を捕捉せずに害虫を自動的にカウントする手

法である。本手法は、フェロモン剤に誘引された害虫をカメラで撮影し、ＡＩを用い

た動画や画像中の害虫を検知、もしくは撮影枚数の計測により、単位時間あたりの害

虫の誘引数を自動で計測するものである（図３、４）。フェロモントラップを活用し

た現行の発生予察調査では、害虫が捕捉された粘着板を定期的に交換する必要がある

が、今回提案する手法を活用することで、粘着板の交換に費やす時間、労力および費

用を削減することが可能になる。本技術は「令和３年度病害虫発生に係る情報の収集

手法・発生予測の高度化委託事業」においても実証し、フェロモン剤の誘引した害虫

を高い確率で検知することができた。本事業では、さらなる地域適合性の向上・各地

の病害虫防除所への普及に向けて、特殊な物品や技術を必要としない体系を構築し

た。さらに、構築した体系を展開できるよう、マニュアルを作成した。 

 

 

図３. フェロモン剤（白板の中央部に配置）に誘引された害虫を熱センサー搭載の 

自動撮影カメラで撮影する装置  
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図４. 自動撮影カメラにより撮影された画像の例 

 

本項で提案した２つの手法により、現行の発生調査より広域かつ頻繁な調査が可能

になることで、より高度な発生予察情報を発信可能になることが期待できる。 

 

(2) ドローンを活用した圃場の被害調査 

現行の見取り調査を代替する手法として、ＡＩやドローンを用いた病害虫による圃

場の被害調査を実証した。ドローンとＡＩを用いることで、高高度（地表から高度１

００〜１５０ｍ）の空撮画像から害虫による圃場の被害を把握すること可能である。

また、低高度（地表から高度５ｍ程度）の空撮画像から数ｍｍ程度の大きさの虫害を

検知することも可能である。今回の手法では、防除所の職員がドローンで圃場の空撮

画像を撮影し、空撮画像をオンライン上にアップロードすることで、自動的に病害虫

による圃場の被害状況をマップ形式で表示するものである（図５）。本技術は「令和

３年度病害虫発生に係る情報の収集手法・発生予測の高度化委託事業」においても実

証し、圃場の被害とＡＩの検知結果には一定の関係性が見られたが、本事業では、Ａ

Ｉのさらなる精度向上と観測から解析結果の表示までの時間のさらなる削減について

も検討し、よりリアルタイムな病害虫発生状況の把握を目指した。また、本手法の防

除所への普及に向けて、調査手法の体系を構築した。  
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図５. ドローン空撮から AI解析、病害虫発生状況の空間分布表示のイメージ 

 

本項で提案した調査手法により、現行の見取り調査より広域の調査を迅速に実施で

きるため、調査にかかる時間、労力の削減が可能になるだけでなく、より高度な発生

予察情報を発信可能になることが期待できる。 

 

2.2 要素技術２：発生予測シミュレーションモデルを活用した病害虫発生予測（発生予測

の高度化） 

病害虫の発生予測シミュレーションモデルには、病害の発生状況（発病株率など）

を経時的に予測するものや害虫の発生世代時期を予測するものなどがある。これによ

り、病害虫の発生を各地域に早期に警告することが可能になっている。いずれのシミ

ュレーションモデルも、気象データを用いて、モデルが開発されている場合が多く、

これは、病害虫の発生生態に気象条件が深く関係しているためである。 

 要素技術２では、病害虫の発生予測シミュレーションによる予察情報のさらなる高

度化を実現するために、シミュレーションモデルのさらなる予測精度の向上と発生予

察事業への具体的な活用方法の検討を行った。 

 本事業では、まず、国立研究開発法人農業・食品産業技術総合研究機構（以下、農

研機構）が提供している１ｋｍメッシュ農業気象データを活用した病害虫の発生予測

シミュレーションモデルを実証した。当データでは、全国各地の日別気象データの予

報値を約１ｋｍ四方単位で提供している。本技術は「令和３年度病害虫発生に係る情

報の収集手法・発生予測の高度化委託事業」で、西野（２０１９）の手法を基に有効

積算温度を活用したハスモンヨトウの発生世代予測のシミュレーションモデルを開発
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し、三重県において発生ピーク日の予測値が実測値の３半旬以内になる確率が７７％

程度と高い値を示す一方で、発生ピーク日の予測値が実測値の半旬以内になる確率は

３５％程度と低い値を示した。この原因の一つとして、ハスモンヨトウの飛来侵入個

体が発生ピーク日に及ぼす影響をシミュレーションモデルに適用していなかったこと

が考えられた（後藤・上遠野，２０１９）。そこで、本事業では、害虫発生世代予測

のシミュレーションモデルのさらなる精度向上を目指して、害虫の飛来モデルの検討

調査を行った。また、三重県を含む様々の地域（４府県）の発生予察調査データを活

用し、シミュレーションの地域適合性を検証した。 

 

2.3 要素技術３：アプリケーションを通じた予察情報収集発信 

 多くの都道府県では、病害虫防除所職員が月に１－２回の頻度で調査地点に赴き、

病害虫の発生動向等を調査し、調査結果や気象情報等を踏まえ、今後の病害虫の発生

動向及び防除対策を病害虫発生予察情報として関係者に提供している。近年、病害虫

の発生動向が変化した結果、病害虫発生動向調査をより充実化させてリアルタイムに

情報提供を行うことが求められている。 

 そこで、本実証では「平成３０年度病害虫の防除に直結する発生予察体系への転換

委託事業」にて作成された“病害虫調査データ収集アプリケーション”を活用して、

要素技術１及び要素技術２にて収集する情報を集計し、従来の紙媒体を用いた情報発

信に対して、新たな情報の発信方法について検討した。特に、本年度はアプリケーシ

ョンの普及を目指し、特定の防除所をモデルとしたアプリケーション活用事例モデル

を作成し、アプリケーションを防除所で活用するための要件を定め、事業終了後のア

プリケーションの普及拡大を目指した。 

 

図６. アプリケーションを通じた予察情報の収集発信  
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3. 役割 

本事業では、ＡＩ・デジタルデータを活用した病害虫発生情報管理技術コンソーシ

アムを結成し、以下の役割にて事業を実施した。 

 

• 要素技術１：ＡＩ・ドローン技術を活用した害虫発生状況の把握（圃場調査手

法、時間、回数の高度化） 

➢ 調査実施団体：兵庫県農林水産技術総合センター、石川県農林総合研究セン

ター、大阪府立環境農林総合研究所、株式会社オプティム 

➢ 調査内容：調査実施団体管轄の地域において、ＡＩ・ドローン等を用いた新

手法と従来の調査手法の比較を実施し、その有効性を評価した。 

 

・ 要素技術２：発生予測シミュレーションモデルを活用した病害虫発生予測（発生

予測精度の高度化） 

➢ 調査実施団体：三重県農業研究所、株式会社オプティム 

➢ 調査内容：調査実施団体管轄及びその他の地域において、発生予測シミュレ

ーションモデルを使用した予測と現地調査結果の比較を実施し、その有効性

を評価した。 

 

・ 要素技術３：アプリケーションを通じた予察情報収集発信（情報収集・発信手法

の高度化） 

➢ 調査実施団体：農研機構、株式会社ビジョンテック、愛媛県農林水産研究

所、株式会社オプティム 

➢ 調査内容：発生予察現場からの調査データの収集方法について検討し、従来

の調査から発信までの手順との比較を実施した。  
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4. 事業の成果 

4.1 各要素技術の実証結果 

表１. 事業成果の概要 

 

 

4.1.1 要素技術１： ＡＩ・ドローンを活用した害虫発生状況の把握（圃場調査の高度

化） 

(1) 遠隔地からの害虫発生調査 

遠隔防除診断技術として、２つの実証を行った。まず、フェロモントラップに捕捉

された害虫を自動的にカウントする手法を実証した。次に、フェロモントラップで害

虫を捕捉せずに害虫を自動的にカウントする手法を実証した。各々の実証結果は、下

記に示す通りである。 

 

 以下、ＡＩの精度は、再現率および適合率の２つの指標から評価を行った。再現率

は、式１．１のように表され、この値が高いほど見逃しに強いＡＩと言える。また、

適合率は、式１．２のように表され、この値が高いほど誤検知に強いＡＩと言える。 

再現率 =
真陽性

真陽性+偽陰性
(1.1) 

 

適合率 =
真陽性

真陽性+偽陽性
(1.2) 
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(ア) フェロモントラップに捕捉された害虫を自動的にカウントする手法の精度検証 

i. 研究方法 

① 調査場所 

• 石川県かほく市内日角、湖北（病害虫防除室定点調査地点） 

• 石川県農林総合研究センター内大豆圃場 

② 調査日 

• 内日角、湖北：５月５日～１１月１日（約７日間隔） 

• 石川県農林総合研究センター内：７月１９日～１２月１日（平日はほぼ毎日） 

③ 使用機材 

住化式粘着トラップ（住友化学）（フェロモン：サンケイ化学） 

④ 調査方法 

 調査日毎に、フェロモントラップの粘着板をデジタルカメラ（ＰＥＮＴＡＸ ＷＧ

－３、１６００万画素）で撮影した。誘殺されたハスモンヨトウ数を目視で計数し、

画像上で虫体をマーキングした。撮影データにより、令和３年度までに作成したハス

モンヨトウ検知ＡＩでの解析を行った。 

 なお、令和３年度までに十分な学習量を確保できているため、令和４年度はＡＩの

学習を行わず、供試した粘着板（計３７４枚）はすべてＡＩの精度確認に用いた。ま

た、昨年度よりも誤検知を減少させるために、予測がどのくらい確実であるかを示す

推定値である確信度が０．７以上の個体をハスモンヨトウとして検知する設定でＡＩ

検知を実施した（昨年度は確信度０．６以上）。その後、湖北と内日角のＡＩ検知と

目視検知のデータを用いて、ＡＩの評価をおこなった。 

 

ii. 結果と考察 

 目視検知数とＡＩ検知数の間には正の相関がみられ、得られた発生消長は一致した

（図７、８）。また、湖北と内日角のデータを用いて、ＡＩの性能評価を行った結

果、令和３年度と比較して、適合率は、湖北では増加、内日角では減少した。再現率

は両地点とも減少した。（表２）。 

 以上の結果から、フェロモントラップ誘殺数の実測数とＡＩ検知数を比較すると、

粘着板捕獲頭数の増加に従って、目視とＡＩの検知数が乖離する傾向が見られたが、

本試験における発生条件では、発生消長を捉えられており、目視調査を代替可能と思

われる。また、令和３年度及び令和４年度の推論結果より、確信度を調整することで

誤検知や見逃しの起こりやすさを調整できることが示唆された。標的とする害虫以外

が誘殺されやすい場合は、判断基準とする確信度を高く設定するなど、場面やニーズ

に応じて適宜調整をすることで、様々な状況下で精度の高い検知が可能であると思わ

れる。 

 本技術を活用することにより、調査員の経験やスキルに関わらず、粘着板画像から
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正確に発生消長を捉えられるようになる。さらに、虫体の判別、計数に係る労力も削

減できる。また、粘着板が不要な発生予察手法やデータの自動回収方法を開発し、本

技術で検証したＡＩによる自動検知技術を組み合わせることで、発生消長の調査から

データ解析まで、自動で行う一連のシステムが開発できると考えられる。 

 

 

 

図７. 目視による計数と AI検知による計数の比較（左：湖北、右：内日角） 

 

 

図８. 目視による計数値と AI計数値の相関（左：湖北、右：内日角）  
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表２. AIの性能評価（湖北、内日角） 

 

(イ) フェロモントラップで害虫を捕捉せずに害虫を自動的にカウントする手法 

i. 研究方法 

① 調査内容 

 石川県、大阪府および兵庫県の各府県において、ハスモンヨトウに特異的なフェロ

モン剤と熱センサーを搭載した自動撮影カメラを用いて、ハスモンヨトウの誘引装置

を作成し（図９）、装置に飛来したハスモンヨトウを自動で撮影した（新手法による

自動撮影）。従来法（粘着式フェロモントラップもしくはファネル型フェロモントラ

ップによる調査）での誘殺数と新手法での撮影画像数の比較を行い、同様の消長を捉

えられているかどうかを調査した。また、新手法を全国の病害虫防除所に普及するた

め、最適な機材の設置方法・設定方法についての検討を行った。 

 

図９. 機材を設置した様子（左から石川県、大阪府、兵庫県） 

 

② 各地における詳細な調査手法 

 各担当機関における調査場所・調査日・使用機材・撮影設定・従来法については、

表３の通り行った。  

 試験 

年度 

目視 

検知数 

AI 

検知数 

AI 

正解数 

見逃し

数 

誤検知

数 
再現率 適合率 

湖北 
2022 1676 1262 1223 453 39 0.730 0.969 

2021 1404 1301 1208 196 93 0.860 0.929 

内日角 
2022 852 699 642 210 57 0.754 0.918 

2021 1279 1165 1089 190 76 0.851 0.935 
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表３. 各担当機関における調査場所・調査日・使用機材・撮影設定 

 

 

ii. 結果と考察 

• 撮影成功数と全撮影枚数の関係性 

 新手法での自動撮影を行ったところ、撮影画像中にハスモンヨトウが写っていない

場合や、カエル等のハスモンヨトウ以外の生物が写っている場合があった 

（図１０）。そこで、撮影された画像のうちハスモンヨトウが写っている枚数（以

下、撮影成功数）のみをカウントする必要があるのか、画像の内容を問わず撮影回数

の合計（以下、全撮影枚数）を採用してもよいのかを検討した。撮影成功数と全撮影

枚数の間の関係性を調べたところ、正の相関が見られた（図１１，１２）。このた

め、全撮影数を調査することにより、撮影成功数と同様の推移を捉えることができる

と考えられる。 

 これは、自動撮影カメラの性質による可能性がある。自動撮影カメラは、温度変化

を赤外線センサーにより検知し、動体を自動撮影する仕様となっている。このとき、

赤外線センサーの作動から撮影までには若干の誤差が生じる。撮影画像中にハスモン

ヨトウが写っていない場合について、ハスモンヨトウの飛来に反応して赤外線センサ

ーが作動したが、撮影時にはすでに去っていた可能性がある。また、カエルはハスモ

ンヨトウの捕食者であるため、カエルの写り込みがある場合は、ハスモンヨトウの飛

来も多いときであったと考えられる。今回の場合は、全撮影数撮影成功数と同様の推

移を捉えることが示唆された。他の害虫への適応において、対象害虫以外の動体によ

って自動撮影カメラが作動した場合は、害虫とその動体との関係性や写り込みの頻度

により、評価方法を考察する必要がある。  
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図１０. 自動撮影カメラによりカエルが撮影された画像の例 

 

 

 

図１１. 各日の撮影成功枚数と各日の全撮影枚数間の関係性 

   （石川県の場内圃場２箇所にて調査） 

 

 

図１２. 各日の撮影成功枚数と各日の全撮影枚数間の関係性（大阪府） 
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• 従来法との消長の比較 

 前項を踏まえ、新手法による全撮影枚数及び撮影成功枚数と、従来法との比較を行

った。その結果、石川県および兵庫県において、新手法による全撮影枚数は、従来法

によるフェロモントラップ誘殺数に比べて少なくなるものの、同様の発生消長を捉え

られることが分かった(図１３、１４)。兵庫県では、５月～９月までほぼ同等の推移

を示し、１０月については推移の傾向が５月～９月と異なり不安定となった。また、

大阪府において、新手法による撮影成功枚数は、１０月中旬まで従来法と同等の推移

を示した(図１５)。１０月以降推移の傾向が不安定となるのは、気温が低下して飛翔

活性も低下したことなどが要因であると考えられる。発生予察において重要な６月か

ら９月をカバーしていることから、新手法は有効な手段であると考えられた。 

 

 

図１３. 新手法による全撮影枚数と、フェロモントラップ誘殺数の比較(石川県) 

 

 

  図１４. 新手法による全撮影枚数と、フェロモントラップ誘殺数の比較(兵庫県)  
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図１５. 新手法による撮影成功枚数と、フェロモントラップ誘殺数の比較 

    (大阪府、新手法が実線・従来法が点線、いずれも前後１日を含む 

    ３日間の移動平均) 

 

• 全国の病害虫防除所での汎用性 

 ３府県において新手法により、従来法と同様の消長を捉えられることがわかった。

高価な機材や煩雑な手順を必要としないことから、この手法は全国の病害虫防除所で

活用できる可能性がある。そこで、３府県における手法を組み合わせ、最も安定して

データを取得できる、機材の設置方法・設定方法について検討した。また、株式会社

オプティムにて、本手法を全国の病害虫防除所に普及するため、マニュアルを作成し

た。具体的な方法については、『赤外線カメラでの自動撮影による害虫調査方法マニ

ュアル』を参照とする。 

  

• 他種への応用の可能性 

 自動撮影カメラは、温度変化の感知により、動体を自動撮影する仕様となってい

る。そのため、ハスモンヨトウ以外の害虫の関しても汎用的に活用できる可能性があ

る。他種への応用を検討するため、兵庫県にてハスモンヨトウと近縁なオオタバコガ

を対象に新手法を試行した（図１６）。その結果、新手法による全撮影枚数はフェロ

モントラップの誘殺数を上回る傾向がみられた。他種への応用の際には、種毎の特性

について検討が必要であると考えられる。  
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  図１６. オオタバコガを対象としたときの、新手法による全撮影枚数と、 

   フェロモントラップ誘殺数の比較（兵庫県） 

 

• 今後の研究への新手法の活用方法の検討 

 新手法で自動撮影カメラを用いたことで、画像のみならずフェロモンへの誘引日時

やカメラ内蔵温度計の気温などのデータが記録されるため、これらを検証することで

不明であった行動生態の解明でき、発生予察の精度をより向上させることや防除法の

改良、開発に貢献できると考えられる。一例として、ハスモンヨトウの飛来時刻と日

没時刻を比較したデータを得ており（図１７）、これらを詳細に検証すれば、物理的

防除に用いられてきた防蛾灯の点灯をハスモンヨトウの飛来時刻に合わせることで、

点灯時間を短縮できる可能性もある。 

 

 図１７. 日の入り時刻＊とセンサーカメラに記録された日別初飛来時刻（兵庫県） 

    ＊神戸（緯度：３４．６８３３°、経度：１３５．１８３３°、 

    標高：０．０ｍ）／国立天文台  
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(2) ドローンを活用した圃場の被害調査 

 本調査では、ハスモンヨトウのダイズの白変葉とウコンノメイガのダイズの葉巻に

ついて、それぞれ虫害を検知するＡＩを開発し、精度の検証を行うとともに、空撮画

像をオンライン上にアップロードするだけで、自動的に圃場内の被害葉を検知するシ

ステムを構築した。以下より、各々の実証結果は、下記に示す通りである。 

 

 以下、ＡＩの精度評価には、Ｆ値を活用した。Ｆ値は、式１．３のように適合率と

再現率の調和平均で表され、これにより、適合率と再現率をどちらも考慮した精度評

価を行うことが可能である。 

𝐹値 =
2

1

適合率
+

1

再現率

(1.3)
 

 

(ア) ハスモンヨトウによるダイズの白変葉の検知 

i. 研究方法 

 兵庫県加西市および丹波篠山市のダイズ２圃場にて、ドローン（ＤＪＩ社製ＰＨＡＮ

ＴＯＭ４ＰＲＯ）を用いて、白変葉の被害状況を空撮した（表４）。次に、令和３年度

に作成したＡＩに、２０７６枚の空撮画像を追加で学習させ、テストデータ１７８枚を

用いて精度検証を行った。さらに、ＡＩ検知により検出された被害カ所を計数して見取

調査による被害数と比較した。 

 

表４. 撮影時の設定 

  

設定箇所 条件

フライト設定 8ｍ

5m/s

進行方向 90%

飛行ライン間 68%

ホバリング

90°

カメラ設定 S

200

1/1600

0

AWB

ISO

シャッタースピード

EV値

WB

項目

オーバー

ラップ率

高度

速度

撮影時モード

アングル

モード
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図１８. アプリ上でのＡＩ検知結果の表示画面（青が検知された箇所） 

 

ii. 結果と考察 

• ＡＩの精度検証 

 令和３年度作成時点でのＡＩでの課題であった土の誤検知・見落としを改善するこ

とができた（表５）。Ｆ値は６３．２％となり、令和３年度時点での５８．７％と比

較して向上した。目視による正答データとＡＩ推論結果の比較を表６に示す。 

 

表５. 令和３年度時点・令和４年度時点のＡＩの比較 

  



24 

 

    表６. 目視による正答データとＡＩ推論結果の比較 

 

 

• 見取調査結果との比較 

 ＡＩの検知数と見取調査での被害数を比較したところ、サンプル数は少ないなが

ら、正の相関が得られた（図１９） 

 

   表７. 見取り調査結果 

  

撮影日 撮影場所 被害カ所数/a

9月3日 加西市別府町 4

9月4日 丹波篠山市 1

9月22日 加西市別府町 9

10月8日 丹波篠山市 4

10月15日 加西市別府町 0
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   図１９. 大豆の白変葉におけるＡＩ検知数と見取調査結果の比較 

 

• 全国の病害虫防除所での汎用性 

 大豆のハスモンヨトウによる被害葉はカメラ用ドローンの撮影画像からＡＩによる

検知が可能であった。現段階ではドローンの撮影から検知までの通信や画像処理に時

間を要するという問題があるが、今後改善されれば、ドローンとＡＩの活用により発

生予察での巡回調査時間の削減につながる。また、ドローン撮影画像は、調査が困難

な圃場中央部などの状態が明確になることや、ＡＩを利用することで、面的に被害カ

所が把握できることが利点である。面的なデータという特性を生かし画像に占める葉

面積を算出することで収量を推定できる可能性もある。 

 

(イ) ウコンノメイガによるダイズの葉巻の検知 

i. 研究方法 

• 調査場所 

石川県農林総合研究センター内大豆圃場 ７－６、１０－９ 

• 耕種概要 

 表８．耕種概要 

 ７－６（１３ａ） １０―９（２ａ） 

品種 里のほほえみ 里のほほえみ 

栽植密度 株間１５ｃｍ、条間７０ｃｍ 株間１５ｃｍ、条間７０ｃｍ 

播種日 

もしくは移植日 

６／１播種 

（うね立て同時播種） 

６／１播種 

（うね立て同時播種） 

防除日 

７／２８ 

クロラントラニリプロール 

水和剤 

無防除 
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• 調査時期 

７月２０日～８月１９日（約７日間隔で計５回） 

• ドローンによる空撮 

使用ドローン：Ｐｈａｎｔｏｍ４ Ｐｒｏ（ＤＪＩ社） 

撮影条件：高度５ｍ、８ｍ、ＩＳＯ２００（感度）、 

     シャッター速度１／１６００ 

• 葉巻検知ＡＩの開発のための教師データの収集 

 大豆圃場をドローンにより空撮し、撮影画像をＡＩ学習の教師データとして 

株式会社オプティムに送付。１８４枚の画像データをＡＩの追加学習に利用し、 

２３枚の画像データを用いて精度の検証を行った。 

➢ ＡＩ検知調査区の設置：２ｍ／畝×６か所／１圃場 

➢ 調査項目：苗立数、草冠高（調査区内３か所の平均）、葉巻数、葉巻高 

• AI検知葉巻数と見取り葉巻数の比較 

 ＡＩの実用性を評価するため、調査区をホバリング撮影した画像を用いて、 

ＡＩ検知葉巻数と見取り調査による葉巻数を比較した。 

 

ii. 結果と考察 

• 見取り調査では、７月第５半旬から葉巻の増加が見られ、無防除の１０―９圃場

では８月第３半旬にピークが見られた。７－６圃場は７／２８に防除を実施した

ため、その後低密度で推移した（データ略）。 

• 株全体の葉巻数と株上部１０％の葉巻数には相関が見られた（図２０）。 

• ＡＩが葉巻として検知したもののうち実際の葉巻を拾った割合（適合率）は 

３１．６％、実際の葉巻のうちＡＩが葉巻として検知できた割合（再現率）は 

３３．３％となった。Ｆ値（適合率と再現率の調和平均）は３２．４％となった 

（データ略）。 

• 見取り葉巻数とＡＩ検知葉巻数を比較したところ、撮影高度５ｍ、８ｍいずれに

おいても、調査期間を通して相関は見られなかった（図２１）。見取り葉巻数の

少ない７－６圃場ではＡＩ葉巻数＞見取り葉巻数となる傾向が見られ、過剰検知

が多くなった。見取り葉巻数の多い１０－９圃場ではＡＩ葉巻数＜見取り葉巻数

となる傾向が見られ、見落としの発生と、葉巻の増加に伴い株内部の上空から見

えない葉巻が増加したためだと考えられる。 

• ＡＩによる見落としは一定数発生しているものの、学習量を増やすことで改善が

期待される。一方、過剰検知は、めくれた葉裏や茎、縦になった葉、葉の影、雑

草等を葉巻と誤検知する傾向が見られ、これらは葉巻と色や形にほとんど違いが

見られない場合があるため、識別が困難だと考えられる（図２２）。 
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 以上の結果より、ドローンによる空撮画像からＡＩが葉巻を検知することができた

ものの、過剰検知と見落としも同程度発生した。しかし、株全体の葉巻数と株上部の

葉巻数には相関が見られたことから、ＡＩの検知精度が向上すれば、ドローン空撮画

像とＡＩを用いて圃場内の葉巻被害を把握することは可能だと考えられる。 

 

 

図２０. 株全体の葉巻数と株上部１０％の葉巻数（１０－９圃場） 

 各調査日における圃場全体平均 

   ＊：ｐ＜０．０５で有意差があることを示す 

 

  

図２１. 見取り葉巻数とＡＩ検知葉巻数の比較 

 (左：７－６圃場、右：１０－９圃場） 

 ７／２７調査、高度５ｍ、調査地点平均  
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図２２. ＡＩ検知葉巻（赤枠が正解葉巻、赤丸がＡＩ検知葉巻） 

 

(ウ) イネ縞葉枯病の検知 

i. 研究方法 

 兵庫県加西市の兵庫県立農林水産技術総合センター内の水稲圃場にて、ドローン

（ＤＪＩ社製Ｐｈａｎｔｏｍ４ ＰＲＯ）を用いて、水稲再生株を空撮した。秋季に

水稲再生株で縞葉枯病の発病を検知できれば、翌年における縞葉枯病の発生リスクを

予想することができる。本検証は、空撮画像から被害の把握の可能性を探るための試

験的な空撮であり、縞葉枯病についてのＡＩの開発は行っていない。 

 

     表９. 撮影時の設定 

 

ii. 結果と考察 

 再生株は葉身が小さく、真上からの撮影（カメラ角度９０°）では低空の高度８ｍ

でも稲株の判別が難しかった（図２３）。しかし、斜めからの撮影では株の判別が比

較的容易であることから、より撮影方法を改良することで再生株での検出の可能性は

残されている（図２４）。水稲再生株のような小さな植物体は、ドローンでの撮影方

法としてカメラ角度などを検討する必要が明らかになった。イネ縞葉枯病の発生予察

においては、水稲再生株の時期での発生把握は次年度の発生を予測する上で有用であ

るため、さらなる検討を要する。  

設定箇所 条件

フライト設定 8ｍ

5m/s

進行方向 90%

飛行ライン間 68%

ホバリング

90°

カメラ設定 S

200

1/1600

0

AWB

ISO

シャッタースピード

EV値

WB

項目

オーバー

ラップ率

高度

速度

撮影時モード

アングル

モード
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    図２３. ドローンで撮影した水稲再生株(地上８ｍカメラ角度９０°) 

 

 

    図２４. ドローンで撮影した水稲再生株(地上８ｍカメラ角度５０°) 

 

4.1.2 要素技術２：発生予測シミュレーションモデルを活用した病害虫発生予測（発生予

測の高度化） 

 気候変動および異常気象により病害虫の発生トレンドが変化しており、病害虫の発

生予察もその変化に対応することが求められている。そのような状況下で予察精度を

向上させるためには、県域全体を一律とした予察情報ではなく、気象条件などを背景

とした地域ごとの予察情報の提供が必要である。しかし、発生予察にかかわる人的リ

ソースは限定されているため、効率的に気候変動に対応した発生予察を展開する対策

の一つとして、気象データや病害虫の生態パラメーターから、病害虫の発生を中長期

的に予測するシステムの開発が必要である。要素技術２では、気象データを利用して

ハスモンヨトウの発生時期を１か月程度前から予測できるシステムを開発すること及

び、ハスモンヨトウの有効積算温度等を活用して本種の発生時期の予測の可能性とそ

の精度について明らかにすることを目標に、予測システムの開発を行った。 

 

(1) フェロモントラップを用いたハスモンヨトウの捕獲消長データの蓄積 

i. 研究方法 

 三重県内の３地点（四日市市、鈴鹿市、松阪市）のダイズほ場の畦畔に、ハスモン

ヨトウのフェロモントラップを設置し捕獲消長を調査した。誘引剤にはフェロディン

ＳＬ（住友化学）を用い、トラップには住化式乾式トラップ（住友化学）を用いた。
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調査は原則として７日間隔で行い、トラップ内のハスモンヨトウ成虫捕獲数を計数し

た。 

 また、上記３地点に加え、７地点（津市（２地点）、松阪市（２地点）、多気町、伊

勢市、玉城町）にハスモンヨトウのフェロモントラップを設置し、９月初旬からの３

週間捕獲数を調査し、設置地域の地理条件との関連を解析するための調査データの蓄

積を行った。なお、対照として同じ１０地点にホソヘリカメムシのフェロモントラッ

プを設置し、同じ時期の捕獲数を調査した。 

 

ii. 結果と考察 

 予測精度に有利な有効積算温度と発育零点を探索したところ、Ｍｉｙａｓｈｉｔａ

（１９７１）の有効積算温度５２６．３日℃と発育零点１０．３℃の組み合わせが、

他の研究事例での有効積算温度と発育零点の組み合わせよりも予測に有利と考えられ

た（図２５）。 

 また、有効積算温度５２０日℃、５２５日℃、５３０日℃、発育零点１０．３℃の

条件で有効となる発育条件温度、発育零点についても探索したところ、有効積算温度

５２５日℃の予測精度が高い傾向が見られ、特に発育上限温度２９℃、発育停止温度

３８℃の組み合わせが予測を向上させると考えられた（図２６）。 

 

 

 図２５. 発育零点と有効積算温度の組み合わせごとに算出した予測精度のヒートマップ 

 予測精度：予測日が実測日±２．５日以内になる確率  
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   図２６. 発育上限温度と発育停止温度の組み合わせごとに 

    算出した予測精度のヒートマップ 

    予測精度：予測日が実測日±２．５日以内になる確率 

 

(2) 三重県以外のフェロモントラップデータを用いた検証 

i. 研究方法 

 石川県（２地点）、大阪府（１地点）、兵庫県（２地点）、愛媛県（７地点）、三重県

（１地点）のハスモンヨトウのフェロモントラップデータを用いて、有効積算温度シ

ミュレーションの精度検証を行い、精度を低下させる要因について検討を行った。 

 

ii. 結果と考察 

 石川県（２地点）、大阪府（１地点）、兵庫県（２地点）、愛媛県（７地点）、三重県

（１地点）の合計１３地点のフェロモントラップデータ（２０１８年～２０２０年，

表１０）を用いて、全捕獲ピークから網羅的に有効積算温度シミュレーションの検証

を行った（図２７）。１３地点の予測精度の検証の結果、三重県での予測よりも予測

精度が劣る調査地点が認められた（表１１）。捕獲数が少なく明瞭でないピークから

実行したシミュレーションでは予測精度が低い傾向が認められたため、起算日となる

ピークの条件を「２０頭以上／５日間かつ鋭角なピーク」とした。  
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図２７. 有効積算温度シミュレーションの結果の一例 

 緑色▽：起算日、オレンジ▽：予測日、水色▽：実測日、 

 実測日は予測日に最も近いピーク日 

 

表１０. 供試データの概要 

府県名 地点名 トラップの種類 データ内容 

石川県 内日角 粘着板 ５日間隔捕獲データ 

 湖北 粘着板 ５日間隔捕獲データ 

大阪府 羽曳野 粘着板 ５日間隔を基本とした捕獲データ１） 

兵庫県 加西 ファネル ５日間隔捕獲データ 

 あわじ ファネル ５日間隔捕獲データ 

愛媛県 四国中央 住化乾式 ５日間隔捕獲データ 

 西条 住化乾式 ５日間隔捕獲データ 

 松山 住化乾式 ５日間隔捕獲データ 

 伊予 住化乾式 ５日間隔捕獲データ 

 大洲 住化乾式 ５日間隔捕獲データ 

 西予 住化乾式 ５日間隔捕獲データ 

 愛南 住化乾式 ５日間隔捕獲データ 

三重県 松阪 住化乾式 ５日間隔捕獲データ 

１）粘着板に捕獲上限を超える場合に随時、捕獲数の調査を実施 
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表１１．各調査地点における予測精度の検証結果 

府県名 地点名 ｎ１） 

実測日－予測日が以下の範囲内になる確率

（％） 

５日間以内 １５日間以内 

石川県 内日角 １４ ２１．４ ６４．３ 

 湖北 １８ １６．７ ６１．１ 

大阪府 羽曳野 ２９ ４４．８ ７９．３ 

兵庫県 加西 ２３ ３４．８ ８２．６ 

 あわじ ２１ １４．３ ６１．９ 

愛媛県 四国中央 ２７ ４０．７ ８８．９ 

 西条 １４ ０．０ ５７．１ 

 松山 ２５ ３６．０ ６０．０ 

 伊予 ２５ ２０．０ ６８．０ 

 大洲 ２４ ２９．２ ７０．８ 

 西予 ２１ ２８．６ ５７．１ 

 愛南 ２５ ４０．０ ６０．０ 

三重県 松阪 ２６ ３８．５ ７６．９ 

１）シミュレーション実行回数 

 

(3) 台風等の影響による突発的な捕獲増加事例のデータ整理 

i. 研究方法 

 台風等の気象要因により他地域の個体群が移入する場合などにおこるフェロモント

ラップへの急激な捕獲の増加は有効積算温度シミュレーションでは予測できないた

め、これらの突発的な捕獲事例のデータ整理を行った。 

 

ii. 結果と考察 

 供試した全ての捕獲消長データについて台風の影響と捕獲ピークの関係を整理し

た。気象庁ウェブサイトの「過去の台風資料」から台風経路図を参照して、以下の基

準のとおり三重県の過去４０年間の捕獲消長データおよび三重県外の捕獲消長データ

に台風の影響の情報を加え、それぞれの捕獲ピークが台風の影響による突発的な捕獲

かどうかの判断に用いた。その結果、基準の１～４の状況が確認された月日は７月か

ら１０月にかけての突発的な捕獲と考えられるピーク日と一致する場合が多いことか

ら、台風が接近あるいは上陸して最大瞬間風速１５ｍ以上となった時期に認められる

明瞭捕獲ピークは予測できない突発的な捕獲であったと判断した。 

 有効積算温度シミュレーションの起算日を「２０頭以上／５日間かつ鋭角なピー

ク」が確認された日としたうえで、検証用データから台風による突発的な捕獲の影響

が大きいデータを除去して精度検証を行った場合、予測精度は向上した。また、発育

上限温度３２℃、発育停止温度３８℃をパラメーターとして加えた場合がより精度が

高く適当と考えられた（表１２）。  
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〇台風等の影響の基準 

1. 台風が上陸通過して最大瞬間風速２０ｍ以上 

2. 台風が上陸通過して最大瞬間風速１５ｍ以上、２０ｍ未満 

3. 台風が接近して最大瞬間風速２０ｍ以上 

4. 台風が接近して最大瞬間風速１５ｍ以上、２０ｍ未満 

5. 台風が上陸して最大瞬間風速１５ｍ未満 

6. 台風が接近して最大瞬間風速１５ｍ未満 

7. 台風の上陸、接近はないが最大瞬間２０ｍ以上 

8. 最大瞬間風速１５ｍ未満 

 

表１２. 図２８の予測手順に発育上限温度と発育停止温度の組み合わせによる 

予測精度の比較 

パラメーター 
予測

１） 

次世代 次々世代 

発育上限 

温度 

発育停止 

温度 
５日以内 

１０日 

以内 
５日以内 

１０日 

以内 

２９℃ ３５℃ 
① ５２．２ ６３．０ ４３．５ ６３．０ 

② ５３．４ ７５．９ － － 

３２℃ ３８℃ 
① ５０．０ ６９．６ ３７．０ ７１．７ 

② ５０．０ ７５．９ － － 

３４℃ ５０℃ 
① ５２．２ ６９．６ ３７．０ ７１．７ 

② ５０．０ ７５．９ － － 

１）図２８を参照 

 

(4) 有効積算温度シミュレーションを利用した発生時期予測方法の検討 

i. 研究方法 

 シミュレーションの精度検証結果等を踏まえて、ハスモンヨトウの発生時期予測方

法を検討し提案した。そして、提案した予測方法を行った場合の予測精度の検証を行

った。 

 

ii. 結果と考察 

 ダイズのハスモンヨトウの発生予察を考慮すると、８月下旬から９月の発生増加時

期を早期に把握できることが、その後の防除時期を検討するために重要となる。そこ

で、予測の目的を「８月下旬～９月のハスモンヨトウの発生時期予測」と再定義し

て、予測精度を考慮したうえで、具体的な予測方法を取りまとめた（図２８）。この

方法に従った場合の有効積算温度シミュレーションの予測精度は向上した 

（表１３）。  
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表１３. 考案した予測方法に従った場合の予測精度 

供試データ 

予測 

次世代 次々世代 

７日以内 
１０日 

以内 
７日以内 

１０日 

以内 

三重県データ ① ５６．５ ６９．６ ５６．５ ７１．７ 

② ５８．６ ７５．９ － － 

５府県１３地域 

データ 

① ４６．８ ５７．５ ３５．６ ６８．９ 

② ５０．０ ５５．６ － － 
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月 調  査 予  測 情報作成 

    

６月 

下旬 

～ 

７月 

中旬 

   

７月 

下旬 

～ 

８月 

中旬 

   

８月 

下旬 

～ 

９月 

上旬 

   

図２８. ８月下旬～９月のハスモンヨトウ発生時期の予測方法  

フェロモントラップ調査 

捕獲ピーク確認 

20 頭以上／5 日 

鋭角なピークか？ 

捕獲数カウント 

5 日間隔 

調査継続 

No 予測日を含む前後 10日 

を発生時期として予測 

Yes シミュレーション実行 

次々世代を予測 

発生予察情報発表 

捕獲ピーク確認 

予測日を含む前後 7 日 

を発生時期として予測 

シミュレーション実行 

次世代を予測 

発生予察情報発表 

捕獲ピーク確認 

20 頭以上／5 日 

鋭角なピークか？ 

調査継続 

No Yes 

調査継続 

捕獲数を 

平年値と比べ 

やや多～多 平年並み～少 

発生予察情報発表 

（発生時期の予測） 

（発生時期の予測） 

（発生量の推定） 

予測① 

予測② 

既存の方法 

台風等の影響で、 

他地域からの移入 

が予想される場合 
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4.1.3 要素技術３：アプリケーションを通じた予察情報収集発信（情報収集・発信の高度

化） 

 本要素技術では、「平成３０年度病害虫の防除に直結する発生予察体系への転換委

託事業」にて作成された“病害虫調査データ収集アプリケーション”を活用して、要

素技術１及び要素技術２にて収集する情報を集計し、従来の紙媒体を用いた情報発信

に対して、新たな情報の発信方法について検討した。特に、本年度はアプリケーショ

ンの普及を目指し、特定の防除所をモデルとしたアプリケーション活用事例モデルを

作成し、アプリケーションを防除所で活用するための要件を定めるとともに、事業終

了後のアプリケーションの普及拡大を目指した。 

 

(1) 病害虫調査データ収集アプリケーションの改良 

i. 研究方法 

• 過去データの取り込み機能開発 

 愛媛県の過去データ様式を参考に、過去データ取り込み様式を検討して実装し、

初期データ整備の効率化を確立した。 

 

 

 図２９. 過去データ取り込み機能のイメージ 

 

 

図３０. 愛媛県が過去データをまとめているエクセルファイル  
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• マスターデータの統廃合 

農作物名、病害虫名など複数に分かれていたマスタデータを統合して登録の簡便

化や視認性を向上させた。 

 

 

図３１．マスターデータの統廃合イメージ 

 

• 調査方法の廃止に伴う改修 

調査方法の廃止に伴って、調査方法を用いていた各機能の改良・修正を実施し

た。 

 

• その他の改良 

ＰＣ版アプリ内の文言などを含めたＧＵＩを改良した。現況報告作成機能に関し

てのフィードバックに対応した。 

 

ii. 結果と考察 

• 過去データの取り込み機能開発 

調査データをＥｘｃｅｌファイル形式（マトリクス表、リスト表の２形式）で入

力可能となり、蓄積された過去データの取り込みを効率的に行えるようになるこ

とで、統計データや、現況報告作成時に過去データを活用可能とした。  
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 図３２. 過去データ取り込み機能のイメージ 

 

• マスターデータの統廃合 

これまで別々だった、所属とユーザのマスタデータを統合し、農作物名、病害虫

名、調査項目のマスタデータを調査対象データとして統合した。関連するマスタ

データを１画面に統合することで視認性が向上し、マスタデータ登録時の繁雑さ

が解消された。 

 

 

 図３３. ユーザデータ・調査対象データの画面イメージ 
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• 調査方法の廃止に伴う改修 

 冗長になりがちな調査方法を削除したことで、調査対象を特定のために必要な

データが「農作物、病害虫、調査方法、調査項目」から「農作物、病害虫、調査

項目」とシンプルとなった。改修イメージは下図を参照。 

 

 

 図３４. 調査方法の廃止の改修イメージ 

 

• その他改良 

ＰＣ版アプリでのプリセットを利用した調査データ登録画面をＰＣ画面に適した

インタフェースに改良した。また、現況報告の一覧画面で概評を直接選択可能と

し、調査データとの連携時に農作物・病害虫を自動選択可能とした。 

 

図３５. インターフェースの改良イメージ 
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(2) 調査アプリの普及に向けた活動 

 本アプリケーションの普及に向けて、本アプリケーションの使い方について説明会

を実施し、普及に努めた。 

• 日時：令和４年２月１０日（金） 

• 参加者：４３都道府県病害虫防除所および県庁、農水省関係者、オプティム、 

ビジョンテック、農研機構の計１０４名 

 

(3) 調査アプリケーションの現地実証 

i. 研究方法 

• データ入力の実証 

８月から調査データの入力を開始した。水稲、夏秋ナスは９月まで、かきは１０

月まで、かんきつは１１月まで調査データを入力した。 

 

• データ出力の実証 

愛媛県で行っている「病害虫発生予察情報作成会議」で使う資料（図３６）を参

考に出力を実施した。データ出力の実証は８月分のデータを使用した。 

 

 

       図３６. 予察会議で使用する発生状況資料 
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• 現況報告機能の実証 

過去１０年間のデータを取り込み、現況報告機能（図３７）を試験した。 

 

 

図３７. 現況報告作成画面 

 

ii. 結果と考察 

• データ入力の実証 

 改良前のアプリで、水稲のデータ入力を実証した。データ入力に要する時間

は、従来の方法では約３３分、アプリによる入力では約４２分であり、アプリで

入力する方が遅くなっていた（表１４）。また、改良後のアプリで、かき・かん

きつ・なすのデータ入力を実証した（表１５）。かんきつについて、従来の方法

は３０分～４０分、アプリ入力は２０分～３０分であり、約１０分短縮できた。 

 

表１４. データ入力に要する時間（改良前） 

 

 

表１５. データ入力に要する時間（改良後） 
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• データ出力の実証 

病害虫発生予察情報作成会議で使用している資料と同じような形で出力ができ

た（図３８）。会議資料を作成する時間は、アプリを使用した方が多く時間を要

した。改善点として、うどんこ病など発病度で平年値と比べたいものが比較でき

ないことが挙げられる。また、計算式で算出した値と平年値の比較機能もあると

良いと考えられる。 

 

 

    図３８. アプリによる出力された発生状況資料 

 

• 現況報告機能の実証 

現況報告を普段のフォーマットで作成すると約２０分で完了した。アプリの 

フォーマットで現況報告を作成すると同じく約２０分で完了した。現況報告を複

製登録から登録した場合、概評更新でデータが自動更新され約５分で完了した。

１年間の現況報告のフォーマットを登録しておけば、時間が短縮されると考えら

れる。 

 

• 現地実証全体を通した考察 

 アプリを使用することにより、データ入力時間や現況報告をまとめる時間を短

縮することが可能となった。 

 過去データの取り込みに関しては、１万データを超えてくると取り込み時間、

取り消し時間が長くなるので、多いデータ（１万以上）を取り込むことは控えた

方がよいと思われた。 

 データ出力に関しては、予察会議用の資料作成として形にはなってきたが、発

病度など算出された値については順位がなかったため改善が必要となる。また資

料作りに少し時間がかかったのでブラッシュアップしていく必要がある。  
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4.2 本事業の普及に向けたヒアリング 

各要素技術の成果の普及に向け、各地の病害虫防除所における課題のヒアリングを行っ

た。この結果、『害虫発生状況の把握』『害虫発生消長の予測』『予察情報の収集及び発

信』の一連の流れについて、精度・スピードを低下させずに省力化する体系を構築するこ

とにはニーズがあることが確認できた。 

 

• ご協力いただいた防除所：岩手県病害虫防除所・熊本県病害虫防除所 

 

• ヒアリング結果： 

‐ 人出不足・調査対象病害虫増加により、『害虫発生状況の把握』の省力化及び精

度向上のニーズがある 

○ 病害虫防除所の負担が大きくなっている。県全域を１か所の防除所で管轄、

往復 300kmかけて出張することもある。(熊本県) 

○ 人出不足・調査対象病害虫の増加により、各調査における調査サンプル数が

不足。予察の精度が不十分なことがあるため、調査数を増やしたい。フェロ

モントラップの数を簡単に増やせる手法は嬉しい。(岩手県) 

○ 以前は調査結果の補完のために生産者にヒアリングを行っていたが、調査量

が増えてできなくなった(熊本県) 

○ 防除所の職員は 3年単位で入れ替わる・防除所外の人に委託することもある

ため、簡易で直感的な手法が求められる(熊本県) 

‐ ただし、新しい手法を取り入れる際には一時的に業務量が増えることがハード

ルである 

○ 過去データと連続性がなくなることを防ぐため、数年は従来の手法との並行

観測が必要となる(岩手県) 

○ 新しい手法の導入時には想定外のことが発生し工数がかかることが考えられ

る(熊本県) 

‐ 『害虫発生消長の予測』『予察情報の収集及び発信』について、簡便にわかりや

すく発信したいというニーズがある 

○ 調査結果・予測結果をそのまま発信するのではなく、生産者や指導員が判断

できるよう、解釈を加えて発信する必要がある(岩手県) 

○ 防除対象とする病害虫は、品種・地域によって変わる。推奨防除時期の幅の

持たせ方も、虫種ごとに変える必要がある。シミュレーションモデルの結果

を見ながら、普及員や防除所が解釈を加える必要がある。 (熊本県) 

○ 予察結果は、直前ほど精度が上がるが、運用上早めに散布日を決めたい。そ

この兼ね合いが重要。(熊本県)  
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5. 全体の考察 

本事業では人的リソースが限られた中で予察精度・スピードの低下を防ぐ新たな病

害虫発生に係る情報収集手法・発生予測の体系を確立することを目的とした技術の確

立・実用性の検証を行った。本目的に対する成果を考察する。 

要素技術１ではＡＩ・ドローンを活用した害虫発生状況の把握について調査した。

『粘着式フェロモントラップに補足された害虫をＡＩで自動的にカウントする手法』

では、目視検知数とＡＩ検知数の間に正の相関が見られ、得られた発生消長は一致し

た。これにより、目視での誘殺数調査の作業を、ＡＩで代替できる可能性が示唆され

た。『フェロモントラップで害虫を補足せずに害虫を自動的にカウントする手法』で

は、新手法による全撮影枚数及び撮影成功枚数から、従来法によるフェロモントラッ

プ誘殺数と同様の消長を捉えられることがわかった。これらはハスモンヨトウを対象

とした検証結果であるが、他種への汎用性についても期待できる。『粘着式フェロモ

ントラップに補足された害虫をＡＩで自動的にカウントする手法』について、虫種ご

とに学習を行うことで、他種でも同様にＡＩでカウントできる可能性がある。『フェ

ロモントラップで害虫を補足せずに害虫を自動的にカウントする手法』について、自

動撮影カメラは温度変化の検知により動体を自動撮影する仕様となっているため、他

種でも汎用的に使用できる可能性がある。将来的に、自動撮影・ＡＩでの自動カウン

トを組み合わせることで、より幅広い活用が期待できる。 

『ドローンを活用した圃場の被害調査』では、大豆のハスモンヨトウによる被害葉

（白変葉）については、ＡＩ検知数と見取調査結果との間に関係性が見られた。しか

し、ウコンノメイガによる被害葉（葉巻）については、ＡＩ検知数と見取調査結果と

の間に関係性は見られなかった。 

白変葉の検知と葉巻の検知に違いが発生した理由は、以下のような特徴の違いによ

ると考えられる。 

• 白変葉は、空撮画像により発見することが比較的容易であった 

(正常な葉とは色が明らかに異なる) 

• 葉巻は、空撮画像により発見することが困難な場合があった 

(風でめくれた葉裏・葉の影・縦になった葉等と、被害葉の区別が困難な場合が

ある) 

以上より、一般的に、画像中に検知対象の特徴が現れていないもの、または目視で

判断が困難なものに関しては、ドローン空撮・ＡＩでの診断が難しいと考えられる。

本事業におけるＡＩ作成は、空撮画像(ＲＧＢ画像)に対して、目視によりアノテーシ

ョンを行い、ＡＩへの学習を行うことで実施した（図４０）。このため、目視で確認

できないものに関しては正確にアノテーションできず、上記のような結果が得られた

と考えられる。ドローン空撮・ＡＩでの診断が活用できる場面として、例えば、広葉

の品目で色の変化により被害が現れる病害などが想定される。本技術が活用されれ
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ば、巡回調査時間の削減・調査が困難な圃場中心部のデータ取得による精度向上が期

待できる。 

要素技術２では、広域に発生するハスモンヨトウを対象に、気象データを活用した

本種の予測システムの開発を行った。本年度の研究結果より、６月下旬～７月中旬、

７月下旬～８月中旬のハスモンヨトウのフェロモントラップ調査結果から、ダイズの

ハスモンヨトウの発生予察で重要となる８月下旬～９月に出現する世代の発生時期を

７～１０日間の幅で予測することが概ね可能となった。この予測で得られるハスモン

ヨトウの発生時期の情報により、ダイズにおけるハスモンヨトウ防除時期を早期に計

画が可能となり、適正な防除や、防除を含めた栽培管理作業の効率化が図れる可能性

がある。 

要素技術３では、『病害虫調査データ収集アプリケーション』を活用して、要素技

術１及び要素技術２で収集する情報を集計し、発信する手法について検討した。より

実用的なアプリケーションを目指し、過去データの取込機能・現況報告の作成機能等

についての新規開発や改修を行った。開発したアプリケーションの実用性について、

愛媛県病害虫防除所で実証した結果、データ入力時間や現況報告作成の時間を短縮す

ることができた。データ出力機能については、平年値との比較機能がないことにより

手作業での並び替えが生じて時間がかかる、という課題が残った。実際に各地の病害

虫防除所で導入し、フィードバックを受けながら継続開発していくことで、より実用

的な収集・発信手法となると考えられる。 

本事業を通し、『害虫発生状況の把握』『害虫発生消長の予測』『予察情報の収集及

び発信』の一連の流れに関する体系を、確立することができた。本事業で確立した体

系をもとに、幅広い地域・対象病害虫への応用が期待できる。 

 

 

  図３９．ＡIの作成フロー  
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6. 本事業のまとめ 

本報告書記載の技術、調査手法は、仕様書規定の対象技術の条件である。 

• 調査員が現地に出向く回数の削減 

• 調査時間の短縮 

• 遠隔地の発生状況の把握 

について、予察精度・スピードを現在の人的リソースで維持、向上できるものと期待

される。 
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